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１.　四半期財務・業績の概況の作成等に係る事項

  ①　最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無：　無

  ②　連結及び持分法の適用範囲の異動状況　 　　　　   ：　無

  ③  公認会計士又は監査法人による関与の有無　　　　　：  無

 

２．平成20年３月期第３四半期の連結業績（平成19年４月１日　～　平成19年12月31日）      （百万円未満切捨て）

(1）連結経営成績                                                         （％表示は対前年同四半期増減率） 

売上高 営業利益 経常利益 四半期（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期第３四半期 2,584 24.6 549 25.9 556 29.2 327 29.6

19年３月期第３四半期 2,074 ― 436 ― 430 ― 252 ―

（参考）19年３月期 2,812 ― 590 ― 581 ― 329 ―

１株当たり四半期
（当期）純利益

潜在株式調整後
１株当たり四半期
（当期）純利益

円 銭 円 銭

20年３月期第３四半期 1,947 75 1,869 47

19年３月期第３四半期 1,467 57 1,387 35

（参考）19年３月期 1,909 72 1,808 08

 （注）期中平均株式数　

 　　　平成20年３月期第3四半期　168,160株　　平成19年３月期第3四半期　172,206株　平成19年３月期　172,461株

(2）連結財政状態  

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年３月期第３四半期 4,219 1,922 45.6 11,686 66

19年３月期第３四半期 3,993 2,207 54.8 12,647 65

（参考）19年３月期 4,093 2,287 55.4 13,066 17

(3）連結キャッシュ・フローの状況  

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

20年３月期第３四半期 768 △171 △673 2,113

19年３月期第３四半期 705 △126 6 3,109

（参考）19年３月期 836 △1,180 10 2,189

 

３．平成20年３月期の連結業績予想（平成19年４月１日　～　平成20年３月31日）

 （％表示は、対前期増減率）

売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 3,500 24.4 730 25.5 430 30.5 2,557 09
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４．その他

 　発行済株式数（普通株式）

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 

　  平成20年３月期第３四半期　175,113株  平成19年３月期第３四半期　173,004株　 平成19年３月期　173,580株

②　期末自己株式数　　　　　　　　　　

　  平成20年３月期第3四半期　  10,607株  平成19年３月期第３四半期　      ―株　平成19年３月期　     ―株

 

（参考）個別業績の概要

１．平成20年３月期第３四半期の個別業績（平成19年４月１日　～　平成19年12月31日）

(1）個別経営成績 （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期第３四半期 2,545 22.7 536 22.5 546 25.4 322 25.3

19年３月期第３四半期 2,074 56.2 438 56.0 435 57.2 257 57.0

（参考）19年３月期 2,812 ― 592 ― 588 ― 336 ―

１株当たり四半期
（当期）純利益

潜在株式調整後
１株当たり四半期
（当期）純利益

円 銭 円 銭

20年３月期第３四半期 1,919 42 1,842 28

19年３月期第３四半期 1,496 39 1,414 59

（参考）19年３月期 1,952 26 1,848 36

 （注）期中平均株式数　

 　　　平成20年３月期第3四半期　168,160株　　平成19年３月期第3四半期　172,206株　平成19年３月期　172,461株

(2）個別財政状態  

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年３月期第３四半期 4,220 1,925 45.6 11,702 30

19年３月期第３四半期 3,975 2,193 55.2 12,677 15

（参考）19年３月期 4,080 2,275 55.8 13,108 45

 

２．平成20年３月期の個別業績予想（平成19年４月１日　～　平成20年３月31日）

 （％表示は、対前期増減率）

売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 3,400 20.8 730 23.9 430 27.7 2,557 09

３．その他

 　発行済株式数（普通株式）

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 

　  平成20年３月期第３四半期　175,113株   平成19年３月期第３四半期　173,004株　 平成19年３月期　173,580株

②　期末自己株式数　　　　　　　　　　

　  平成20年３月期第３四半期　  10,607株  平成19年３月期第３四半期　      ―株　平成19年３月期　     ―株

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含ん

でおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
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【定性的情報・財務諸表等】

１．連結経営成績に関する定性的情報

［経営成績の進捗状況に関する定性的情報等］

　当第３四半期における国内経済は、企業の設備投資が引き続き堅調で、雇用・所得環境は改善傾向を示し、個人消

費も底堅く推移するなど、緩やかな回復基調を続けましたが、米国における信用力の低い個人向け住宅融資（サブプ

ライムローン）の問題に端を発した株価下落や原油価格の上昇など先行きは不透明感が増してきました。

　このような状況の中、日本におけるインターネット・EC市場は堅調な成長が続いている一方で、インターネット上

では、個人情報の漏洩やクレジットカード情報の漏洩による不正利用も増加しており、企業・個人ともにセキュリティ

に対する意識がこれまで以上に高まっております。　　　

　当社では、「EC事業者様への本業をサポート」をスローガンに、より魅力のある商品やサービスを消費生活者に提

供できるようEC事業者様を支援する、総合決済サービス及びECインフラサービスの提供に経営資源を集中し、安全か

つ利便性の高いサービスを提供してまいりました。

　当第３四半期の売上は、各サービスにおいて好調でありました。当社の各サービス別の業績は次のとおりでありま

す。

 

（百万円未満を切り捨てて表示しております。）　

 

当第3四半期

(自　平成19年４月１日

至　平成19年12月31日)

前第3四半期

(自　平成18年４月１日

至　平成18年12月31日)

（参考）

平成19年３月期

 決済処理サービス 567 482 657

 収納代行サービス 1,742 1,385 1,854

 情報セキュリティサービス 152 127 179

 ＢＰＯサービス等 44 72 103

 広告関連サービス 76 7 18

 合計 2,584 2,074 2,812

 

　決済処理サービス、収納代行サービスについては、当第３四半期において、当中間期末からの利用店舗数が138店

舗（当第３四半期末において2,530店舗。稼動店舗数は、サービス契約ごとに計上しております。）純増いたしまし

た。また、広告関連サービス売上が順調に推移しております。これらが、売上高に影響し、さらには個々の社員にお

いて業務を独自にシステム化するスキルを高め、合理化を図ることで業務の効率化に努め、利用店舗数が増加してい

る中でも現状の人員で運用を行う努力をしたことが比較的高い利益率を維持する要因となっております。

　以上の結果、当第３四半期の業績は、売上高2,584百万円、営業利益549百万円、経常利益556百万円、第３四半期

純利益327百万円となりました。

２．連結財政状態に関する定性的情報

（流動資産）

　当第３四半期末における流動資産の残高は、3,725百万円（前連結会計年度末3,647百万円）となり、77百万円増加

しました。売掛金の増加が主な要因であります。

（固定資産）

　当第３四半期における固定資産の残高は、493百万円（前連結会計年度末444百万円）となり、49百万円増加いたし

ました。固定資産の取得が主な要因であります。

（流動負債）

　当第３四半期における流動負債の残高は、2,296百万円（前連結会計年度末1,805百万円）となり、491百万円増加

いたしました。これは、取扱額の増加による収納代行預り金の増加が主な要因であります。

（純資産）

　当第３四半期における純資産の残高は、1,922百万円（前連結会計年度末2,287百万円）となり、365百万円減少い

たしました。これは、自己株式の取得による減少が主な要因であります。
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３．業績予想に関する定性的情報

  現時点で、平成19年４月24日公表の予想に変更はありません。

　上記予想は、本資料発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な

要因によって予想数値と異なる場合があります。
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４．四半期連結財務諸表

(1）第３四半期連結貸借対照表

前第３四半期連結会計期間末

（平成18年12月31日）

当第３四半期連結会計期間末

（平成19年12月31日）
増減

前連結会計年度

（平成19年３月31日）

区分 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 増減率 金額（千円）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 3,005,849 2,113,908 △891,941 △29.7 2,085,873

２．売掛金 406,937 522,718 115,780 28.5 389,869

３．有価証券 103,381 1,000,000 896,618 867.3 1,103,439

４．たな卸資産 26,079 23,362 △2,717 △10.4 27,986

５．繰延税金資産 17,167 12,883 △4,284 △25.0 18,223

６．その他 58,236 71,249 13,013 22.3 39,447

貸倒引当金 △22,577 △18,641 3,936 △17.4 △16,841

流動資産合計 3,595,075 3,725,481 130,405 3.6 3,647,998

Ⅱ　固定資産

(1)有形固定資産 ※１ 35,247 77,881 42,633 121.0 36,123

(2)無形固定資産      

１. ソフトウェア 214,637 239,941 25,304 11.8 232,709

２．その他 1,616 18,120 16,503 1,021.2 14,057

 無形固定資産合計 216,253 258,062 41,808 19.3 246,766

(3)投資その他の資産 143,522 157,847 14,324 10.0 161,226

 固定資産合計 395,023 493,790 98,767 25.0 444,117

Ⅲ　繰延資産 3,239 319 △2,919 △90.1 1,279

 資産合計 3,993,338 4,219,592 226,253 5.7 4,093,396

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．買掛金 195,083 307,630 112,546 57.7 234,706

２．収納代行預り金 1,376,486 1,808,129 431,642 31.4 1,271,710

３．その他 213,973 181,204 △32,769 △15.3 299,274

流動負債合計 1,785,544 2,296,964 511,419 28.6 1,805,690

負債合計 1,785,544 2,296,964 511,419 28.6 1,805,690

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本      

１．資本金 1,043,067 1,049,076 6,009 0.6 1,044,721

２．資本剰余金 732,542 738,581 6,038 0.8 734,195

３．利益剰余金 412,484 816,643 404,158 98.0 489,109

４．自己株式 ― △681,775 △681,775 ― ―

株主資本合計 2,188,094 1,922,525 △265,568 △12.1 2,268,026

Ⅱ　新株予約権 141 102 △39 △27.6 141

Ⅲ　少数株主持分 19,558 ― △19,558 △100.0 19,537

純資産合計 2,207,794 1,922,628 △285,166 △12.9 2,287,705

負債・純資産合計 3,993,338 4,219,592 226,253 5.7 4,093,396
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(2）第３四半期連結損益計算書

前第３四半期連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

増減
（参考）

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分 金額（千円） 　金額（千円） 金額（千円） 増減率 金額（千円）

Ⅰ　売上高 2,074,459 2,584,106 509,646 24.6 2,812,986

Ⅱ　売上原価　　　　　　　 1,307,672 1,683,277 375,604 28.7 1,782,421

　売上総利益 766,787 900,829 134,041 17.5 1,030,564

Ⅲ　販売費及び一般管理費　
※１

330,328 351,214 20,885 6.3 439,618

　営業利益 436,458 549,615 113,156 25.9 590,945

Ⅳ　営業外収益　　　　　      

　　　受取利息 313 17,792 17,478 5,575.1 2,622

　　　消費税等還付金収入 2,860 ― △2,860 △100.0 2,860

　　　その他　　 743 627 △115 △15.5 1,342

　営業外収益合計 3,917 18,419 14,502 370.2 6,825

Ⅴ　営業外費用　　　　      

 　　 支払利息 ― 2,825 2,825 ― ―

　　　新株発行費償却 5,878 960 △4,918 △83.7 7,837

　　　持分法による投資損失 3,746 3,246 △500 △13.4 6,066

　　　棚卸資産評価損 ― 1,297 1,297 ― 2,118

　　　支払手数料 ― 2,944 2,944 ― －

　　　その他 233 631 398 170.8 437

　営業外費用合計 9,858 11,905 2,047 20.8 16,460

　経常利益 430,517 556,129 125,611 29.2 581,311

Ⅵ　特別利益　　　　　　　      

　　1. 償却債権取立益 ― 96 96 ― ―

　　2. 新株引受権戻入益 ― 6 6 ― ―

 　　　　特別利益合計 ― 103 103 ― ―

Ⅶ　特別損失　　　　　　　      

　　1.　前期損益修正損　　
※２

― 805 805 ― 19,637

2.  固定資産除却損　　
※３

703 1,050 347 49.4 703

 　　　　特別損失合計 703 1,856 1,153 164.0 20,340

　税金等調整前第３四半期
（当期）純利益

429,814 554,376 124,562 29.0 560,970

　法人税、住民税及び事業税 180,826 221,346 40,520 22.4 236,457

　法人税等調整額 △3,296 5,493 8,790 △266.7 △4,375

  少数株主損益 △441 2 443 △100.5 △462

   第３四半期（当期）純利
益

252,725 327,533 74,807 29.6 329,351
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(3）第３四半期連結株主資本等変動計算書

前第３四半期連結会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年12月31日）

株主資本
新株予約権

少数株主
持分

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年３月31日　残高（千円） 1,039,626 729,065 159,758 1,928,450 180 － 1,928,630

第３四半期連結会計期間中の変動額

新株の発行 3,440 3,477  6,918 △39  6,879

第３四半期純利益   252,725 252,725   252,725

株主資本以外の項目の第３四半期

連結会計期間中の変動額（純額）
    － 19,558 19,558

第３四半期連結会計期間中の変動額

合計（千円）
3,440 3,477 252,725 259,644 △39 19,558 279,164

平成18年12月31日　残高（千円） 1,043,067 732,542 412,484 2,188,094 141 19,558 2,207,794

当第３四半期連結会計期間（自平成19年４月１日　至平成19年12月31日）

株主資本
新株予約権

少数株主
持分

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高(千円） 1,044,721 734,195 489,109 － 2,268,026 141 19,537 2,287,705

第３四半期連結会計期間中の　

変動額

新株の発行 4,355 4,385   8,740 △39  8,701

第３四半期純利益   327,533  327,533   327,533

株主資本以外の項目の第３四半

期連結会計期間中の変動額　　

（純額）

      △19,537 △19,537

自己株式の取得    △681,775 △681,775   △681,775

第３四半期連結会計期間中の

変動額合計（千円）
4,355 4,385 327,533 △681,775 △345,500 △39 △19,537 △365,077

平成19年12月31日　残高(千円） 1,049,076 738,581 816,643 △681,775 1,922,525 102 ― 1,922,628

（参考）前連結会計年度（自平成18年4月1日　至平成19年3月31日）

株主資本
新株予約権

少数株主
持分

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

 平成18年３月31日　残高 （千円） 1,039,626 729,065 159,758 1,928,450 180 － 1,928,630

連結会計年度中の変動額

新株の発行 5,094 5,130  10,225 △38  10,186

当期純利益   329,351 329,351   329,351

株主資本以外の項目の

連結会計年度中の変動額（純額）
    － 19,537 19,537

連結会計年度中の変動額合計

（千円）
5,094 5,130 329,351 339,576 △38 19,537 359,075

平成19年3月31日　残高(千円） 1,044,721 734,195 489,109 2,268,026 141 19,537 2,287,705
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(4）第３四半期連結キャッシュ・フロー計算書

前第３四半期連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

（参考）
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

　　　税金等調整前第３四半期（当期）純利益 429,814 554,376 560,970

減価償却費 54,223 73,304 75,385

新株発行費償却 5,878 960 7,837

のれん償却 ― 459 ―

貸倒引当金の増加額 6,901 1,799 1,165

受取利息及び受取配当金 △441 △17,792 △2,622

支払利息 ― 2,825 ―

持分法による投資損失 3,746 3,246 6,066

固定資産除却損 703 1,050 703

売上債権の増加額 △113,246 △132,848 △96,097

たな卸資産の増減額（△増加額） △7,577 4,624 △9,484

仕入債務の増加額 44,163 74,813 83,786

未払消費税の増減額（△減少額） 1,696 △14,102 7,583

前受金の増加額 2,574 ― ―

収納代行預り金の増加額 455,424 536,419 350,647

その他 △1,242 △38,580 22,270

小計 882,619 1,050,556 1,008,214

利息および配当金の受取額 441 13,066 2,519

利息の支払額 ― △2,825 ―

法人税等の支払額 △177,804 △291,916 △174,341

営業活動によるキャッシュ・フロー 705,256 768,880 836,392

 Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

 　　　有形固定資産の取得による支出 ― △62,787 △7,100

 　　　無形固定資産の取得による支出 △108,752 △88,431 △136,013

　　　 投資有価証券の取得による支出 △35,500 ― △1,055,500

 　　　新規連結子会社の取得による収入　※２ 20,000 ― 20,000

 　　　子会社株式の追加取得による支出 ― △20,000 ―

 　　　保証金の差入による支出 △2,267 ― △2,267

投資活動によるキャッシュ・フロー △126,520 △171,218 △1,180,881

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

 　　株式の発行による収入 6,879 8,708 10,186

 　　自己株式の取得による支出 ― △681,775 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 6,879 △673,066 10,186

Ⅳ　現金および現金同等物の増減額(△減少額） 585,615 △75,404 △334,302

 Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 2,523,615 2,189,312 2,523,615

Ⅵ　現金及び現金同等物の第３四半期末（期末）
残高　※１

3,109,230 2,113,908 2,189,312
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四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前第３四半期連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

（参考）前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数　１社

連結子会社の名称

eCURE株式会社

当第３四半期連結会計期間にお

いて設立したことにより、連結

の範囲に含めております。

(2)非連結子会社の数　１社

非連結子会社の名称

有限会社バイスマート

（連結の範囲から除いた理由）

  非連結子会社は、小規模であ

り、総資産、売上高、当期純利

益及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。

(1)連結子会社の数　１社

連結子会社の名称

eCURE株式会社

 

 

 

(2)        　同左

 

(1)連結子会社の数　１社

連結子会社の名称

eCURE株式会社

平成18年11月１日に設立したこ

とにより、連結の範囲に含めて

おります。

(2)        　同左

 

２．持分法の適用に関する

事項

(1）持分法適用の関連会社数

１社

持分法適用の関連会社の名称

株式会社エフカフェ

(1)　　　　　同左

 

 

 

(1)　　　　　同左

 

 

 

(2）  非連結子会社（有限会社バイ

スマート）は小規模であり、当

期純損益及び利益剰余金（持分

に見合う額）等の連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であるため、

持分法を適用しておりません。

(2)        　同左 (2)        　同左

３．連結子会社の第３四半期

決算日等に関する事項

  すべての連結子会社の第３四半期

の末日は、第３四半期連結決算日と

一致しております。

同左   すべての連結子会社の事業年度は、

連結決算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する

事項

(1)重要な資産の評価基準および評

価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法

②たな卸資産

商品

移動平均法による原価法

(1)重要な資産の評価基準および評

価方法　

①有価証券

　　その他有価証券

時価のないもの

同左

②たな卸資産

商品

同左

(1)重要な資産の評価基準および評

価方法　

①有価証券

　　その他有価証券

時価のないもの

同左

②たな卸資産

商品

同左

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法

①有形固定資産

  定率法によっております。

  なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物　　　　　　　　　15年

器具及び備品　　　４～６年

②無形固定資産

  定額法によっております。

  ただし、ソフトウェアのう

ち自社利用目的のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年以内）に

基づいております。

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法

①有形固定資産

  定率法によっております。

  なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物　　　　　　　６～15年

器具及び備品　　　４～６年

②無形固定資産

同左

 

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法

①有形固定資産

  定率法によっております。

  なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物　　　　　　　　　15年

器具及び備品　　　４～６年

②無形固定資産

同左
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項目
前第３四半期連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

（参考）前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(3)重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

  売上債権の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

(3)重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

同左

(3)重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

同左

５．その他四半期財務諸表

作成のための基本となる

重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜き方式

によっております。

　なお、仮払消費税等及び仮受消費

税等は、相殺して流動負債の「その

他」に含めて表示しております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜き方式

によっております。

６．四半期連結キャッシュ・

フロー計算書における

資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預

金及び預け金並びに容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

同左 同左

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前第３四半期連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

（参考）前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

 

 

―――――

 (減価償却の方法）

　当連結会計年度から、法人税法の改正に伴

い、平成19年４月１日以降取得の固定資産に

ついては、改正法人税法に規定する償却方法

により、減価償却費を計上しております。な

お、この変更に伴う営業利益、経常利益、税

金等調整前当期純利益に与える影響は軽微で

あります。

 

 

―――――
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(5）注記事項

（第３四半期連結貸借対照表関係）

前第３四半期連結会計期間末
（平成18年12月31日現在）

当第３四半期連結会計期間末
（平成19年12月31日現在）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

65,134千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

82,636千円

 

　２　当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行２行と当座貸

越契約を締結しております。これら契

約に基づく第３四半期連結決算日の借

入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額 5,000,000千円

借入実行残高 ― 千円

　差引額 5,000,000千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

68,468千円

（第３四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要なもの

従業員給与　　　　　　　　　115,491千円

減価償却費　　　　　　　　　　9,331千円

貸倒引当金繰入額　　　　　　　6,901千円

※１．販売費及び一般管理費のうち主要なもの

報酬・給与及び賞与　　　　　172,197千円

 業務委託費                   40,689千円

 貸倒引当金繰入額　　　　　　  2,009千円

※１．販売費及び一般管理費のうち主要なもの

報酬・給与及び賞与　　　　　185,795千円

 業務委託費                   47,282千円

 貸倒引当金繰入額　　　　　　　2,763千円

 ※２．前期損益修正損は、有形固定資産の耐用

年数の修正によるものであります。

※２．前期損益修正損は、一部売上の月ずれ計

上によるものであります。

※３．固定資産除却損の主な内容は次のとおり

になります。

器具及び備品 127千円

ソフトウェア 575千円

　　計 703千円

※３．固定資産除却損の主な内容は次のとおり

になります。

器具及び備品 898千円

ソフトウェア 152千円

　　計 1,050千円

 

※３．固定資産除却損の主な内容は次のとおり

になります。

器具及び備品 127千円

ソフトウェア 575千円

　　計 703千円

（第３四半期連結株主資本等変動計算書関係）

前第３四半期連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

前連結会計年度末
株式数（株）

当第３四半期連結
会計期間増加株式数

（株）

当第３四半期連結
会計期間減少株式数

（株）

当第３四半期連結
会計期間末株式数

（株）

発行済株式

普通株式 57,262 115,742 － 173,004

合計 57,262 115,742 － 173,004

２．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当第３四半
期連結会計
期間末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当第３四半
期連結会計
期間増加

当第３四半
期連結会計
期間減少

当第３四半
期連結会計
期間末

提出会社

（親会社）

平成13年10月新株引受権 普通株式 1,071 2,142 702 2,511 141

平成16年２月新株予約権 普通株式 2,548 5,096 516 7,128 －

連結子会社 － － － － － － －

合計 － － － － － 141
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当第３四半期連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末
株式数（株）

当第３四半期連結
会計期間増加株式数

（株）

当第３四半期連結
会計期間減少株式数

（株）

当第３四半期連結
会計期間末株式数

（株）

発行済株式

普通株式　(注)１ 173,580 1,533 ― 175,113

合計 173,580 1,533 ― 175,113

自己株式　　　

普通株式　(注)２ ― 10,607 ― 10,607

合計 ― 10,607 ― 10,607

 　（注）1.新株予約権の行使により、発行済株式総数が1,533株増加しております。

 　（注）2.普通株式の自己株式数の増加10,607株は、自己株式の取得による増加であります。

 　　　　大阪証券取引所のJ-NET市場における取得　　6,462株　　大阪証券取引所における市場買付　　4,145株

 

２．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当第３四半
期連結会計
期間末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当第３四半
期連結会計
期間増加

当第３四半
期連結会計
期間減少

当第３四半
期連結会計
期間末

提出会社

（親会社）

ストックオプションとしての

新株予約権
－ ― ― ― ― 102

連結子会社 － － ― ― ― ― ―

合計 － ― ― ― ― 102

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

前連結会計年度末
株式数
（株）

当連結会計年度増加
株式数
（株）

当連結会計年度減少
株式数
（株）

 当連結会計年度末　
株式数
（株）

発行済株式

普通株式（注）１、２ 57,262 116,318 － 173,580

合計 57,262 116,318 － 173,580

（注)１．平成18年４月１日をもって、１株を３株とする株式分割を行い、発行済株式総数が114,524株増加しており

ます。　　　　

  　 ２．新株予約権の行使により、発行済株式総数が1,794株増加しております。

 

２．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
期間末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当連結会計
期間増加

当連結会計
期間減少

当連結会計
期間末

提出会社

（親会社）

ストックオプションとしての

新株予約権
－ － － － － 141

連結子会社 － － － － － － ―

合計 － － － － － 141
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（第３四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※１．現金及び現金同等物の第３四半期末残高

と貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

※１．現金及び現金同等物の第１四半期末残高

と貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

※１．現金及び現金同等物の前連結会計年度末

残高と貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

（平成18年12月31日） （平成19年12月31日） （平成19年3月31日）

（千円）

現金及び預金勘定 3,005,849

有価証券 103,381

現金及び現金同等物 3,109,230

（千円）

現金及び預金勘定 2,113,908

現金及び現金同等物 2,113,908

（千円）

現金及び預金勘定 2,085,873

有価証券 103,439

現金及び現金同等物 2,189,312

※２．eCURE株式会社を合弁で設立したことに

伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並

びに株式の取得と取得に伴う収入との関

係は次のとおりであります。

（千円）

流動資産 75,000

少数株主持分 △20,000

株式の取得価格 55,000

現金及び現金同等物 75,000

差引：新規連結子会社の

取得による収入
20,000

 

 

※２．株式の取得により連結子会社となった

 会社の資産及び負債の内訳

 eCURE株式会社を合弁で設立したことに

伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並

びに株式の取得と取得に伴う収入との関

係は次のとおりであります。

（千円）

流動資産 75,000

少数株主持分 △20,000

株式の取得価格 55,000

現金及び現金同等物 75,000

差引：新規連結子会社の

取得による収入
20,000

（重要な後発事象）

前第３四半期連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日）

前第３四半期連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日）

前連結会計年度

（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）

  （資本準備金の額の減少）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

────────

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

────────

平成19年６月21日開催の当社第11期定時株主

総会において、資本準備金の額の減少につい

て下記のとおり決議いたしました。

 １．目的

今後の柔軟な資本政策に備えるとともに

財務戦略上の機動性を確保するため、会

社法第448条第１項の規定に基づき、資

本準備金の額を減少するものであります。

 ２．減少する額

平成19年３月31日現在の当社の資本準備

金の額734,195,862円から700,000,000円

を取り崩します。

 ３．減額の方法

資本準備金の減少額700,000,000円は、

その他資本剰余金に振替える予定であり

ます。

 ４．減少の日程　

取締役会

決議日
平成19年５月17日

 定時株主総会

決議日
 　 平成19年６月21日

債権者異議申述最

終期日
    平成19年７月23日

効力発生日     平成19年７月24日
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５．四半期個別財務諸表

(1）第３四半期貸借対照表

前第３四半期末
（平成18年12月31日）

当第３四半期末
（平成19年12月31日）

 増減
(参考）

平成19年３月31日

区分 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 増減率 金額（千円）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 2,932,350 2,073,325 △859,024 △29.3 2,016,294

２．売掛金 406,937 502,894 95,957 23.6 389,449

３．有価証券 103,381 1,000,000 896,618 867.3 1,103,439

４．商品 22,749 22 △22,727 △99.9 24,656

５．繰延税金資産 17,167 12,883 △4,284 △25.0 18,223

６．その他 58,018 71,426 13,408 23.1 39,232

貸倒引当金 △22,577 △18,641 3,936 △17.4 △16,841

流動資産合計 3,518,028 3,641,911 123,883 3.5 3,574,454

Ⅱ　固定資産

(1)有形固定資産　※１ 35,247 77,881 42,633 121.0 36,123

(2)無形固定資産　

   １．ソフトウェア 214,636 239,941 25,304 11.8 232,709

   ２．その他 1,616 18,120 16,503 1,021.2 14,057

 　無形固定資産合計　 216,253 258,062 41,808 19.3 246,766

(3)投資その他の資産 202,269 242,160 39,890 19.7 222,293

 　　固定資産合計 453,770 578,103 124,333 27.4 505,183

Ⅲ　繰延資産 3,239 319 △2,919 △90.1 1,279

資産合計 3,975,038 4,220,335 245,297 6.2 4,080,918

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．買掛金 195,083 311,748 116,664 59.8 234,706

 ２．未払法人税等 121,211 99,808 △21,402 △17.7 177,941

３．収納代行預り金 1,376,486 1,808,129 431,642 31.4 1,271,710

４．その他 89,060 75,446 △13,613 △15.3 121,054

流動負債合計 1,781,841 2,295,133 513,292 28.8 1,805,412

負債合計 1,781,841 2,295,133 513,292 28.8 1,805,412

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本      

１．資本金 1,043,067 1,049,076 6,009 0.6 1,044,721

２．資本剰余金      

　 (1)資本準備金 732,542 38,581 △693,961 △94.7 734,195

   (2)その他資本剰余金 ― 700,000 700,000 ― ―

 資本剰余金合計 732,542 738,581 6,038 0.8 734,195

３．利益剰余金      

　(1)その他利益剰余金      

繰越利益剰余金 417,445 819,216 401,771 96.2 496,447

４．自己株式 ― △681,775 △681,775 ― ―

株主資本合計 2,193,055 1,925,099 △267,956 △12.2 2,275,364

Ⅱ　新株予約権 141 102 △39 △27.6 141

純資産合計 2,193,197 1,925,201 △267,995 △12.2 2,275,505

負債・純資産合計 3,975,038 4,220,335 245,297 6.2 4,080,918
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(2）第３四半期損益計算書

前第３四半期
（自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日）

当第３四半期
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

 　　　　増減
（参考）

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

区分 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 　増減率 金額（千円）

Ⅰ　売上高 2,074,459 2,545,122 470,662 22.7 2,812,586

Ⅱ　売上原価　　　　　　　
※３

1,307,450 1,662,417 354,966 27.1 1,782,177

売上総利益 767,009 882,705 115,695 15.1 1,030,408

Ⅲ　販売費及び一般管理費　
※３

328,894 345,811 16,916 5.1 437,896

営業利益 438,114 536,894 98,779 22.5 592,512

Ⅳ　営業外収益　　　　　　
※１

3,917 18,350 14,433 368.5 6,812

Ⅴ　営業外費用　　　　　　
※２

6,111 8,629 2,518 41.2 10,394

経常利益 435,920 546,615 110,694 25.4 588,931

Ⅵ　特別利益　　　　　　　 － 103 103 ― －

Ⅶ　特別損失　　　　　 703 1,856 1,153 164.0 20,340

税引前第３四半期
（当期）純利益

435,217 544,862 109,645 25.2 568,590

法人税、住民税及び事
業税

180,826 216,598 35,771 19.8 236,277

法人税等調整額 △3,296 5,493 8,790 △266.7 △4,375

第３四半期（当期）純
利益

257,686 322,769 65,082 25.3 336,688
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(3）第３四半期株主資本等変動計算書

前第３四半期会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年12月31日）

株主資本

新株予約権 純資産合計
資本金

資本剰余金  利益剰余金

株主資本
合計

資本準備金
資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日　残高

（千円）
1,039,626 729,065 729,065 159,758 159,758 1,928,450 180 1,928,630

第３四半期会計期間中の変動額

新株の発行 3,440 3,477 3,477   6,918 △39 6,879

第３四半期純利益    257,686 257,686 257,686  257,686

株主資本以外の項目の

第３四半期会計期間中の

変動額（純額）

      － －

第３四半期会計期間中の変動額

合計（千円）
3,440 3,477 3,477 257,686 257,686 264,605 △39 264,566

平成18年12月31日　残高

（千円）
1,043,067 732,542 732,542 417,445 417,445 2,193,055 141 2,193,197

当第３四半期会計期間（自平成19年４月１日　至平成19年12月31日）

株主資本

新株　　
予約権

純資産合計
資本金

資本剰余金
 

 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
その他

資本剰余金 
資本剰余金
合計

　その他   
　利益剰余

金
利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日

残高（千円）
1,044,721 734,195 ― 734,195 496,447 496,447 － 2,275,364 141 2,275,505

第３四半期会計期間中

の変動額

新株の発行 4,355 4,385  4,385    8,740  8,740

準備金から剰余金

への振替
 △700,000 700,000 ―    ―  ―

第３四半期純利益     322,769 322,769  322,769  322,769

自己株式の取得       △681,775 △681,775  △681,775

株主資本以外の

項目の第３四半

期会計期間中の

変動額（純額）

        △39 △39

第３四半期会計期間中

の変動額合計

（千円)

4,355 △695,614 700,000 4,385 322,769 322,769 △681,775 △350,264 △39 △350,303

平成19年12月31日　

残高（千円）
1,049,076 38,581 700,000 738,581 819,216 819,216 △681,775 1,925,099 102 1,925,201
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（参考）前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

株主資本

新株予約権 純資産合計
資本金

資本剰余金  利益剰余金

株主資本
合計

資本準備金
資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日　残高

（千円）
1,039,626 729,065 729,065 159,758 159,758 1,928,450 180 1,928,630

事業年度中の変動額

新株の発行 5,094 5,130 5,130   10,225 △38 10,186

当期純利益    336,688 336,688 336,688  336,688

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

(純額）

      － －

事業年度中の変動額合計

（千円）
5,094 5,130 5,130 336,688 336,688 346,913 △38 346,875

平成19年3月31日　残高

（千円）
1,044,721 734,195 734,195 496,447 496,447 2,275,364 141 2,275,505

－ 17 －



四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前第３四半期

（自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日）

当第３四半期
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

（参考）
平成19年３月期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法

(1）有価証券

その他有価証券

時価のないもの

同左

(1）有価証券

その他有価証券

時価のないもの

同左

(2）たな卸資産

商品

移動平均法による原価法

(2）たな卸資産

商品

 同左

(2）たな卸資産

商品

同左

２．固定資産の減価償却の

方法

(1）有形固定資産

　定率法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　　    15年

器具及び備品　　４～６年

(1）有形固定資産

　定率法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　　６～15年

器具及び備品　　４～６年

(1）有形固定資産

　定率法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　　　　15年

器具及び備品　　４～６年

(2）無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年以内）に基づいてお

ります。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

３．引当金の計上基準 貸倒引当金

　売上債権の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

貸倒引当金

同左

貸倒引当金

同左

４．その他四半期財務諸表

（財務諸表）作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の処理方法

消費税等の会計処理は税抜方式に

よっております。

なお、仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺して流動負債の「その

他」に含めて表示しております。

消費税等の処理方法

同左

 

 

 

 

 

消費税等の処理方法

消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前第３四半期
（自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日）

当第３四半期
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

（参考）
平成19年３月期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準)

　当事業年度より「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号　平成17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は、

2,008,653千円であります。　

 

 

 

 

―――――

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号　平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　

平成17年12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は、

2,275,364千円であります。

 

 

―――――

 (減価償却の方法）

　当事業年度から、法人税法の改正に伴い、

平成19年４月１日以降取得の固定資産につい

ては、改正法人税法に規定する償却方法によ

り、減価償却費を計上しております。なお、

この変更に伴う営業利益、経常利益、税金等

調整前当期純利益に与える影響は軽微であり

ます。

 

 

―――――
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(4）注記事項

（第３四半期貸借対照表関係）

前第３四半期末
（平成18年12月31日現在）

当第３四半期末
（平成19年12月31日現在）

前事業年度
（平成19年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

65,134千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

82,636千円

 

　２　当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行２行と当座貸

越契約を締結しております。これら契

約に基づく第３四半期決算日の借入未

実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額 5,000,000千円

借入実行残高 ― 千円

　　差引額 5,000,000千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

68,468千円

（第３四半期損益計算書関係）

前第３四半期
（自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日）

当第３四半期
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※１．営業外収益のうち主要なもの

消費税等還付金収入　 　  2,860千円

受取利息　　　　　　　 　  313千円

※１．営業外収益のうち主要なもの

有価証券利息　 　  　　 14,324千円

受取利息 　　　　　　　　3,399千円

※１．営業外収益のうち主要なもの

消費税還付金収入　　　　 2,860千円

受取利息　　　　　　     2,305千円

※２．営業外費用のうち主要なもの

新株発行費償却　　　　　 5,878千円

※２．営業外費用のうち主要なもの

支払手数料　　　　　 　　2,944千円

支払利息　　　　　 　　　2,825千円

※２．営業外費用のうち主要なもの

新株発行費償却　　　  　 7,837千円

※３．減価償却実施額

有形固定資産　　　　　　 9,142千円

無形固定資産　　　　　　45,080千円

※３．減価償却実施額

有形固定資産　　　　　　18,289千円

無形固定資産　　　　　　55,015千円

※３．減価償却実施額

有形固定資産　　　　　　12,476千円

無形固定資産　　　　　　62,909千円

（第３四半期株主資本等変動計算書関係）

前第３四半期会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年12月31日）

 該当事項はありません。

 

当第３四半期会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年12月31日）

自己株式の種類及び総数に関する事項

前事業年度末
株式数（株）

当第３四半期増加
株式数（株）

当第３四半期減少
株式数（株）

当第３四半期末
株式数（株）

自己株式　　　

普通株式　(注) ― 10,607 ― 10,607

合計 ― 10,607 ― 10,607

 　（注）普通株式の自己株式数の増加10,607株は、自己株式の取得による増加であります。

 　　　　大阪証券取引所のJ-NET市場における取得　　6,462株　　大阪証券取引所における市場買付　　4,145株

 

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 該当事項はありません。
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（重要な後発事象）

前第３四半期会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度

（自 平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）

  （資本準備金の額の減少）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

────────

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

────────

平成19年６月21日開催の当社第11期定時株主

総会において、資本準備金の額の減少につい

て下記のとおり決議いたしました。

 １．目的

今後の柔軟な資本政策に備えるとともに

財務戦略上の機動性を確保するため、会

社法第448条第１項の規定に基づき、資

本準備金の額を減少するものであります。

 ２．減少する額

平成19年３月31日現在の当社の資本準備

金の額734,195,862円から700,000,000円

を取り崩します。

 ３．減額の方法

資本準備金の減少額700,000,000円は、

その他資本剰余金に振替える予定であり

ます。

 ４．減少の日程　

取締役会

決議日
平成19年５月17日

 定時株主総会

決議日
 　 平成19年６月21日

債権者異議申述最

終期日
    平成19年７月23日

効力発生日     平成19年７月24日
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